予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名　総合防災訓練事業費　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

知事直轄・危機管理　防災課　防災支援係　電話番号：058-272-1111（内2746）

　　　　　　　E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　        　　1,739千円（前年度予算額：3,300千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,300

	要求額
	1,739
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,739

	1月29日時点
査定額
	1,739
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,739

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
 当県では、大規模災害発生に備え、災害対応能力を高めることを目的に、関係機関と連携し各種防災訓練を繰り返している。
　平成26年度は、地震災害と風水害の複合災害を想定した防災訓練を実施し、住民、市町村、関係機関等と連携した実戦的な防災訓練にすることで、住民の防災意識の高揚、関係機関との連携確認、防災担当職員の習熟を図り、地域における災害対応力を強化する。
　具体的には、羽島市（予定）の訓練と合同で、南海トラフ地震と台風の発生を想定し、地震による家屋被害や液状化被害に加え、台風による浸水被害による広域避難など、県、羽島市（予定）、防災関係機関が連携した実働訓練を実施することとする。
　例）各協定に基づく関係機関：中部９県１市、防災ヘリ、ドクヘリ、

      ＤＭＡＴ、鹿児島県、県トラック協会、県バス協会
３　事業費の積算内訳
   業務委託料1,364　　需用費241　　旅費17　その他167
	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
県内での大規模災害を想定し、図上訓練と実動訓練を組み合わせた、住民、市町村、関係機関等と連携した実践的な防災訓練を実施することで、住民の防災意識の高揚、関係機関との連携確認、地域における災害対応力の向上を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	防災訓練の実施

	（H  ）
	1回
（H22）
	1回
（H23）
	1回
（H24）
	1回
（H25）
	100％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



（平成25年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　岐阜県総合防災訓練　平成25年9月1日（日）7：30～12：00
　　※中津川市での実動訓練　同日9：00～12：00

※下呂市での実動訓練　　同日8：00～11：00


（平成25年度の成果）
	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
ブラインド型図上訓練により、超広域災害時における受援体制等の検証が実施できた。

また、中津川市や下呂市の現地訓練では、多くの関係機関や市民の参加により、現場活動における実動部隊の連携を確認するとともに、県職員の市町村派遣訓練を行うことで市との連携を確認することができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	　南海トラフ巨大地震や県内活断層による地震の発生が懸念される中、継続的に関係機関との連携確認や住民への啓発を行っていくことで、防災力の向上に繋がるため、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○

	県災害対策本部の訓練においては、関係県市の初参加によって、より充実した内容の訓練の実施が期待できる。
また、現地訓練においても、行政等の関係機関のみならず、市内全域での住民避難訓練等も同時に実施することで、より実践的な訓練が期待できる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○

	　県庁での図上訓練のみならず、中津川市や下呂市における現地実動訓練を実施することで、市民の避難訓練（災害時要援護者避難訓練も含む）をはじめ、消防・警察・自衛隊による要救助者救出訓練など多方面の防災上の課題を検証することが出来た。


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
一度防災訓練を実施したら終了という訳ではなく、繰り返し実施することで、防災上の弱点や課題を検証し、継続的に各種計画やマニュアルを検証・修正していく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか。
一人でも多くの住民に参加してもらいつつ、より経済的で、かつ効果的に、また関係機関との連携確認や県の体制の検証も行う実践的な防災訓練を実施することで、今後発生が懸念される海溝型、内陸型地震災害だけでなく、県内で多く発生する風水害の想定も含めて大規模災害に備えることが必要である。


